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全国における腐朽・破損のある空き家の最新動向

腐朽・破損のある「危険な空き家」の数 ここ10年は減少傾向

それでも腐朽・破損のある空き家数は160万戸、空き家全体の２割弱を占める

第31弾レポート「これからどうなる？東京の

空き家」では、東京都の空き家率は近年ほぼ横

ばいで推移しているものの、2023年時点の空き

家数は約89.7万戸に昇り、全国の空き家数の約

１割を占めること、維持管理が不全となるおそ

れのある空き家（「賃貸や売却用、別荘などを

除き、長期にわたって居住者が不在の空き家」。

第31弾レポートと同様、「その他空き家」と称

します）が世田谷区、江戸川区、台東区等を中

心に急増していることを分析しました。

こうした空き家の中でもっとも深刻な問題と

なるのが、適切な維持管理がされず、腐朽・破

損が進んでいる空き家の存在です。周辺の景観

や治安、衛生等に悪影響を及ぼすだけでなく、

そのまま放置すれば倒壊するおそれもあり、将

来的に危険な状態になり得る空き家といえます。

1

そこで、総務省「住宅・土地統計調査」では、

2008年から、空き家のうち「腐朽・破損あり」の

住宅数についても調査・公表されるようになって

います（「住宅・土地統計調査」における「腐

朽・破損あり」の説明は【図表１】のとおり）。

今回のレポートでは、空き家全体のうち、腐

朽・破損が進んでいる空き家が全国にどのくらい

存在するのか、東京都や東京23区内ではどのよう

な状況にあるのか、について分析していきます。

はじめに全国の動向をみると、空き家数は2008

年（756.8万戸）から2023年（900.2万戸）にかけ

て一貫して増加する一方で、「腐朽・破損あり」

の空き家数は、2013年の213.1万戸をピークに、

2023年には158.5万戸へと減少しています。空き

家に占める「腐朽・破損あり」の割合も、 2013

出典）総務省「住宅・土地統計調査」データより作成

用　語 説　明

腐朽・破損あり 建物の主要部分やその他の部分に不具合があるもの。例えば、外壁がところどころ

落ちていたり、壁や基礎の一部にひびが入っていたり、かわらが一部はずれている

ものや、雨どいが破損してひさしの一部が取れている場合など。

腐朽・破損なし 建物の主要部分やその他の部分に損傷がないもの

出典）総務省「令和５年住宅・土地統計調査」『用語の解説』より引用

【図表１】「腐朽・破損の有無」の解説
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出典）総務省「住宅・土地統計調査」データより作成

02
東京都における腐朽・破損のある空き家の最新動向

腐朽・破損のある空き家は「賃貸用空き家」6.3万戸、「その他空き家」3.8万戸

木造の一戸建だけでなく、非木造の共同住宅でも腐朽・破損の問題が進行

東京都の空き家数は2013年（81万7,100戸）

から2023年（89万6,500戸）にかけて増加して

いる一方で、「腐朽・破損あり」の空き家数は、

2013年の16万1,500戸から2023年の10万5,000戸

へと減少し、 「腐朽・破損あり」の割合も19.8％

から11.7％へと減少しています。ただし、「腐

朽・破損あり」の空き家数は、2013～2018年の

５年間は大きく減少したものの（16万1,500戸→

年の26.0％から2023年の17.6％へと減少してい

ます【図表２】。

2015年5月に「空家等対策の推進に関する特

別措置法」（通称：空き家法）が全面施行され、

周辺へ著しい悪影響や危険等をもたらす空き家

への改善指導、取り壊しなどの対策が進み始め

たこともあって、「腐朽・破損あり」の空き家

数は減少しつつあるようです。それでもいま現

在、「腐朽・破損あり」の空き家数は160万戸

近くあり、空き家全体の2割弱を占めているこ

とが分かります。

この「腐朽・破損あり」の空き家数を種類別

にみると【図表３】、2023年の総数158.5万戸

のうち、「賃貸用空き家」は62.2万戸、「その

他空き家」は89.5万戸であり、「その他空き

家」の方が上回っています。「腐朽・破損あり」

の割合も、「賃貸用空き家」（14.0％）より「そ

の他空き家」（23.2％）の方が大きく上回り、

「その他空き家」ではおおよそ４戸のうち１戸に

腐朽・破損がある状況がみてとれます。

また、2013年から2023年までの「腐朽・破損

あり」の空き家数の推移でみると、「賃貸用空き

家」は36.0％減少（97.2万戸→62.2万戸）した一

方で、「その他空き家」は15.1％減少（105.5万

戸→89.5万戸）にとどまり、「その他空き家」の

腐朽・破損割合の減少率の方が大きく下回ってい

ます。こうしたデータからみても、「その他空き

家」は、「賃貸用空き家」に比べて腐朽・破損の

割合が高い上に、その数も減少しにくいという実

態を示しています。
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減少（10万8,800戸→6万3,200戸）した一方で、

「その他空き家」は12.8％減少（4万3,000戸→3

万7,500戸）にとどまり、全国の状況と比較して、

「賃貸用空き家」はより減少率が高く、「その他

空き家」はより減少率が低いことが分かります。

つまり、東京都は全国と比べて、腐朽・破損のあ

る「賃貸用空き家」数は大きく減少しているもの

の、「その他空き家」数はそれほど減少していな

い状況にあることが分かります。

2023年の「腐朽・破損あり」の空き家数とその

割合（種類別）を都道府県別にみた場合、「腐

朽・破損あり」の割合ランキングで東京都は「賃

貸用空き家」「その他空き家」のいずれもほぼ最

下位に位置していますが、「腐朽・破損あり」の

空き家数でみれば、東京都は全体で２位、「賃貸

出典）総務省「住宅・土地統計調査」データより作成

11万8,700戸、26.5％減）、2018～2023年の５

年間の減少数は低下傾向にあります（11万

8,700戸→10万5,000戸、11.5％減）【図表４】。

「腐朽・破損あり」の空き家数を種類別にみる

と【図表５】、2023年の総数10万5,000戸のう

ち、「賃貸用空き家」は6万3,200戸、「その他

空き家」は3万7,500戸であり、東京都の場合は

「賃貸用空き家」の方が上回っています。ただ

し「腐朽・破損あり」の割合は、やはり全国同

様に「賃貸用の住宅」（10.0％）より「その他

空き家」（17.5％）の方が大きく上回り、「そ

の他空き家」では６戸のうち１戸に腐朽・破損

がある状況になっています。

 2013年からの「腐朽・破損あり」の空き家

数の推移でみると、「賃貸用空き家」は41.9％

出典）総務省「令和５年住宅・土地統計調査」データより作成
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ていることが分かります。東京都の「腐朽・破損

あり」の共同住宅5万9,900戸について建物構造別

の内訳をみると、木造2万5,700戸、鉄筋・鉄骨コ

ンクリート造2万2,500戸、鉄骨造1万1,500戸であ

り、木造アパートのほか、非木造のアパート・マ

ンション等でも腐朽・破損の問題が進行している

状況がみてとれます。

一方、「その他空き家」については、全国では

一戸建が73.9％を占めているのに対し、東京都で

は一戸建が34.8％にとどまり、共同住宅が62.7％

用空き家」で２位、「その他空き家」で３位で

あり、やはりその実数は極めて多いことが分か

ります【図表６】。

さらに、2023年の全国と東京都の空き家の状

況を、建て方（一戸建、長屋建、共同住宅）別

に比較してみると【図表７】、「賃貸用空き

家」については、共同住宅が全国で89.0％、東

京都で97.6％と圧倒的な割合を占めており、そ

の「腐朽・破損あり」の割合はそれぞれ12.4％、

9.8％と、１割程度の住宅に腐朽・破損が生じ

出典）総務省「令和５年住宅・土地統計調査」データより作成

【図表６】「腐朽・破損あり」の空き家数と割合（種類別）の都道府県ランキング（2023年）

（単位：％、戸）

1 大阪府 118,100 大阪府 64,000 大阪府 49,400 青森県 27.7% 青森県 25.1% 沖縄県 34.9%

2 東京都 105,000 東京都 63,200 北海道 41,400 秋田県 27.3% 秋田県 23.3% 青森県 30.4%

3 北海道 82,500 北海道 38,500 東京都 37,500 徳島県 26.3% 徳島県 22.0% 秋田県 30.1%

4 愛知県 69,000 神奈川県 35,900 鹿児島県 34,800 高知県 25.8% 新潟県 21.7% 愛媛県 29.9%

5 神奈川県 67,600 愛知県 31,900 愛知県 34,500 沖縄県 25.5% 高知県 20.2% 長崎県 29.7%

… … … … … … … … … … … … …

… … … … … … … … … … … … …

… … … … … … … … … … … … …

43 滋賀県 11,700 富山県 2,900 滋賀県 8,600 千葉県 14.6% 千葉県 11.2% 鳥取県 19.3%

44 佐賀県 11,200 福井県 2,700 島根県 8,300 神奈川県 14.5% 富山県 11.0% 三重県 18.4%

45 島根県 11,100 滋賀県 2,600 佐賀県 7,500 滋賀県 14.3% 滋賀県 10.4% 兵庫県 18.0%

46 福井県 9,900 島根県 2,500 福井県 6,800 三重県 14.2% 東京都 10.0% 滋賀県 17.7%

47 鳥取県 7,000 鳥取県 1,900 鳥取県 4,900 東京都 11.7% 三重県 8.1% 東京都 17.5%

全国 1,584,500 621,800 895,300 17.6% 14.0% 23.2%

「腐朽・破損あり」の空き家数 「腐朽・破損あり」の割合

全体 その他空き家賃貸用空き家 全体 その他空き家賃貸用空き家

【図表７】建て方別の「腐朽・破損あり」の空き家数と割合（全国および東京都・2023年）
（戸）

総数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他 総数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

全国 総数 4,435,800 212,600 271,000 3,946,700 5,600 3,856,000 2,851,100 136,500 847,600 20,800

100.0% 4.8% 6.1% 89.0% 0.1% 100.0% 73.9% 3.5% 22.0% 0.5%

腐朽・破損あり 621,800 52,700 80,200 488,100 800 895,300 715,000 52,400 123,100 4,700

100.0% 8.5% 12.9% 78.5% 0.1% 100.0% 79.9% 5.9% 13.7% 0.5%

腐朽・破損割合 14.0% 24.8% 29.6% 12.4% 14.3% 23.2% 25.1% 38.4% 14.5% 22.6%

東京都 総数 629,000 7,300 6,600 614,100 1,000 214,200 74,500 3,700 134,400 1,500

100.0% 1.2% 1.0% 97.6% 0.2% 100.0% 34.8% 1.7% 62.7% 0.7%

腐朽・破損あり 63,200 1,900 1,300 59,900 100 37,500 21,100 900 15,300 200

100.0% 3.0% 2.1% 94.8% 0.2% 100.0% 56.3% 2.4% 40.8% 0.5%

腐朽・破損割合 10.0% 26.0% 19.7% 9.8% 10.0% 17.5% 28.3% 24.3% 11.4% 13.3%

10.2% 3.6% 1.6% 12.3% 12.5% 4.2% 3.0% 1.7% 12.4% 4.3%

＜参考＞東京都の「腐朽・破損あり」空き家の建物構造別内訳数

総数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他 総数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

東京都 総数 63,200 1,900 1,300 59,900 100 37,500 21,100 900 15,300 200

木造 28,500 1,800 1,000 25,700 - 25,200 19,700 700 4,800 -

非木造 34,600 100 300 34,200 - 12,100 1,400 200 10,500 -

　鉄筋・鉄骨コンクリート造 22,600 100 0 22,500 - 8,600 600 100 7,900 -

　鉄骨造 11,700 - 200 11,500 - 3,300 700 100 2,500 -

　その他 200 0 0 200 - 100 0 - 100 -

賃貸用空き家 その他空き家

腐朽・破損あり空き家

東京都の対全国割合

賃貸用空き家 その他空き家

出典）総務省「令和５年住宅・土地統計調査」データより作成
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の割合になっています。一戸建はその大半が木

造であることから、「腐朽・破損あり」の数は

2万1,100戸に昇ります。また、共同住宅の「腐

朽・破損あり」の割合こそ全国で14.5％、東京

都で11.4％と低くとどまりますが、東京都では

もともと共同住宅の空き家数が多いことから、

「腐朽・破損あり」の数は1万5,300戸にも昇っ

ています。この1万5,300戸の建物構造別の内訳

をみると、木造4,800戸、鉄筋・鉄骨コンクリ

ート造7,900戸、鉄骨造2,500戸であり、ここでも

木造のほかに非木造のアパート・マンション等で

腐朽・破損が進み、深刻な問題になっている状況

がみてとれます。

なお、東京都の「腐朽・破損あり」の共同住宅

数は、「賃貸用空き家」で全国の12.3％、「その

他空き家」で全国の12.4％と高い割合を占め、問

題のある共同住宅の空き家を多く抱えていること

が分かります。

03
東京23区別にみた腐朽・破損のある空き家の状況

次に、東京23区別に2023年の「腐朽・破損あ

り」の空き家の状況についてみていきます【図

表８、図表９-１～９-３】。

「腐朽・破損あり」の空き家全体の数では、練

馬区（7,710戸）、足立区（6,770戸）、板橋区

（6,640戸）、世田谷区（5,670戸）、大田区

都市のスプロール化で大量に住宅供給された区部外周部で問題物件が目立つ

区部外周部では再開発や建替えが進まず、腐朽・破損の問題が深刻化

出典）総務省「令和５年住宅・土地統計調査」データより作成

注）「腐朽・破損あり」空き家数の上位５位、腐朽・破損割合の上位５位の区に色付けしている

【図表８】東京23区・空き家及び「腐朽・破損あり」の空き家数、腐朽・破損割合（種類別、2023年）

（単位：戸、％）

総数
腐朽・破損

あり
総数

腐朽・破損

あり
総数

腐朽・破損

あり

東京都 896,500 105,000 629,000 63,200 214,200 37,500 11.7% 10.0% 17.5%

特別区部 646,800 73,500 458,200 44,900 150,900 25,300 11.4% 9.8% 16.8%

千代田区 5,300 180 3,810 180 580 0 3.4% 4.7% 0.0%

中央区 11,720 410 5,830 120 5,410 240 3.5% 2.1% 4.4%

港区 24,360 1,500 19,090 930 2,550 510 6.2% 4.9% 20.0%

新宿区 29,180 2,090 26,720 1,460 1,350 420 7.2% 5.5% 31.1%

文京区 15,670 1,220 7,860 560 6,870 600 7.8% 7.1% 8.7%

台東区 15,390 1,740 4,650 330 10,110 1,390 11.3% 7.1% 13.7%

墨田区 20,500 2,860 15,560 1,230 3,780 1,610 14.0% 7.9% 42.6%

江東区 26,950 1,610 17,090 710 6,820 870 6.0% 4.2% 12.8%

品川区 26,680 2,180 19,400 1,070 5,630 860 8.2% 5.5% 15.3%

目黒区 18,250 2,600 14,060 1,590 3,340 1,000 14.2% 11.3% 29.9%

大田区 48,880 4,810 37,490 3,640 9,260 930 9.8% 9.7% 10.0%

世田谷区 58,850 5,670 32,750 3,340 23,840 2,160 9.6% 10.2% 9.1%

渋谷区 19,670 1,170 17,000 880 980 160 5.9% 5.2% 16.3%

中野区 28,620 3,250 24,690 2,310 1,920 850 11.4% 9.4% 44.3%

杉並区 34,870 4,460 26,430 3,160 6,330 1,210 12.8% 12.0% 19.1%

豊島区 29,810 3,370 26,150 2,900 1,830 90 11.3% 11.1% 4.9%

北区 25,460 2,660 17,560 2,000 4,230 310 10.4% 11.4% 7.3%

荒川区 16,920 1,970 10,740 1,010 5,230 860 11.6% 9.4% 16.4%

板橋区 42,490 6,640 30,710 3,890 10,320 2,670 15.6% 12.7% 25.9%

練馬区 39,770 7,710 30,950 5,500 7,950 1,990 19.4% 17.8% 25.0%

足立区 43,850 6,770 30,280 3,400 11,070 2,980 15.4% 11.2% 26.9%

葛飾区 29,420 4,320 21,230 2,620 6,010 1,450 14.7% 12.3% 24.1%

江戸川区 34,130 4,300 18,140 2,130 15,530 2,180 12.6% 11.7% 14.0%

空き家数 腐朽・破損割合

空き家全体 賃貸用空き家 その他空き家

空き家全体
賃貸用

空き家

その他

空き家
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（4,810戸）など区部外周部の区が目立っていま

す。 1960～70年代に都市のスプロール化によっ

て多くの住宅供給がされた区で、建築から50年

以上を経て、腐朽・破損の進む空き家がより顕

在化している状況がみてとれます。これらの区

で「賃貸用空き家」での腐朽・破損の住宅数を

多く抱えているのは、都心区ではこうした空き

家の再開発が比較的容易に進むのに対し、区部

外周部では放置され、腐朽・破損が進行してい

る状況にあると考えられます。また、「その他

空き家」についても、足立区（2,980戸）、板橋

区（2,670戸）、江戸川区（2,180戸）、世田谷

区（2,160戸）、練馬区（1,990戸）など区部外

周部の区で腐朽・破損の

住宅数が目立っており、賃貸用住宅と同様に多く

の分譲住宅やマンション等が供給された区で相続

後の家屋の放置などが進んでいる状況がみてとれ

ます。

腐朽・破損のある住宅の割合に目を転じると、

「賃貸用空き家」についてはいずれの区もおおむ

ね10％台を下回る数値に収まっていますが、「そ

の他空き家」については中野区（44.3％）、墨田

区（42.6％）、新宿区（31.1％）などで極めて高

い数値を示しています。これらの区は区全体では

腐朽・破損のある空き家数は比較的少ないものの、

一部の地域で住宅の密集や細街路、古い住宅の存

置等により腐朽・破損のある空き家が集積しやす

い状況にあるものとみられます。

出典）総務省「令和５年住宅・土地統計調査」データより作成
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今後、東京23区別に空き家がどの程度増えて

いくかを、建築時期別の住宅総数【図表10】か

ら予想すると、2040年時点で建築時期が50年以

上となる住宅数（建築時期が1990年以前の住宅

で建築時期不明のものも含む。取り壊し等がな

いと仮定）は、世田谷区で約19万戸、足立区で

約15.5万戸、練馬区と大田区で約15万戸、杉並

区と板橋区で約14万戸、江東区で約11万戸など、

特別区全体で約200万戸に昇り、仮にその半数

が空き家化すると想定した場合には世田谷区で

9～10万戸、足立区、練馬区、大田区、杉並区、

板橋区で7～8万戸、特別区全体で約100万戸の

空き家（うち10～15万戸程度が腐朽・破損のあ

る空き家）が生じることになります。さらにグラ

フからも分かるように、東京の各区（とくに区部

外周部）では1991年以降も多くの住宅が供給され

ており、2040年以降もこれらのうち一定量が空き

家として次々と積み上がっていくことが想定され

ます。

東京都内では、今まで供給された住宅ストック

量（総住宅数）が極めて膨大です。まだ利活用可

能な空き家を中古住宅としていかに流通させてい

くか、空き家を適切に維持管理することで腐朽・

破損をいかに防いでいくか、腐朽・破損した空き

家をいかに撤去し再開発していくか、いずれの対

策も早期に着手することが重要といえます。

出典）総務省「令和５年住宅・土地統計調査」データより作成

対策が遅れれば、2040年には東京23区だけで空き家数は100万戸に

腐朽・破損のある「危険な空き家」は15万戸にのぼる恐れも
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04
都市政策の第一人者 市川宏雄所長による分析結果統括

「危険な空き家」は減少しつつあるが区部外周部では問題物件が目立つ

利活用可能な空き家の流通、維持管理、再開発など速やかな着手が必要

空き家全体のうち、腐朽・破損が進んでいるも

のが全国と東京都ではどのような状況にあるのか。

全国の空き家数は2008年（756.8万戸）から

2023年（900.2万戸）で増加する一方、「腐朽・

破損あり」の空き家数は、2013年の213.1万戸を

ピークに、2023年には158.5万戸へと減少してい

ます。空き家の腐朽・破損割合は17.6%です。 

2015年5月の「空家等対策の推進に関する特別措

置法」（通称：空家法）施行で、空き家への改善

指導、取り壊しなどの対策が「腐朽・破損あり」

の空き家数は減少しつつあります。

東京都の空き家数は2013年（81万7,100戸）

から2023年（89万6,500戸）に増加し、「腐朽・

破損あり」の空き家数は、2013年の16万1,500戸

から2023年の10万5,000戸となり、 その割合も

19.8％から11.7％へと減少しています。

「腐朽・破損あり」の割合は、全国同様に

「賃貸用の住宅」（10.0％）より「その他空き

家」（17.5％）の方が大きく上回ります。

建て方（一戸建、長屋建、共同住宅）別に比較

してみると、東京都で「賃貸用空き家」につい

ては、共同住宅が97.6％と圧倒的で、その「腐

朽・破損あり」の割合は9.8％で6.3万戸、 「その

他空き家」は3.8万戸で17.5%と高くなっています。

これを23区別でみてみると、区部外周部では放

置され、腐朽・破損が進みつつある賃貸用住宅が

多く見受けられますが、こうした空き家の再開発

が比較的容易に進む都心区とは異なる状況にある

のが原因です。また、「その他空き家」について

も、足立区、板橋区、江戸川区、世田谷区、練馬

区などで、賃貸用住宅と同様に相続後の家屋の放

置などが進んでいます。

対策が遅れれば、2040年には東京23区だけで

空き家数は100万戸になり、腐朽・破損のある

「危険な空き家」は15万戸にのぼる恐れもありま

す。まだ利活用可能な空き家を中古住宅としてい

かに流通させていくか、空き家を適切に維持管理

することで腐朽・破損をいかに防いでいくか、腐

朽・破損した空き家をいかに撤去し再開発してい

くか、速やかな着手が必要です。
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